
 

第５章 現地調査結果 

５－１ VOV ハノイ本局の番組制作用スタジオ機材 

（１）スタジオの概要 

スタジオは全部で 36 ある。その内訳は、オンエアスタジオが 14、プロダクションスタジ

オが 22 である。プロダクションスタジオの内訳は、制作スタジオ 19、その他特殊用途（技

術スタジオ、劇・民謡専用スタジオ、取材編集スタジオ）のスタジオが 3である。 

 

（２）スタジオ機材の問題点 

 現在のスタジオ機材の問題点は、機材がハンガリー製で、既にメーカーが倒産しており、

消耗品を調達できないことにある。機材導入時に、15 年分の消耗品を購入したが、2005 年

からは消耗品が払底する。 

 また、番組の保存期間がテープで 3 日間、台本が 1 年で消去、廃棄されるとのことで、

ベトナム側が要望するスタジオのデジタル化によるライブラリーの充実からはほど遠い現

状にある。 

 

（３）機材の維持管理 

VOV は専門のメンテナンス班を持ち、VOV 独自の基準に基づく機材のコンディション維持

が図られていた。また、MCR（メインコントロールルーム）の配線の技術などを見ても新規

に機材を導入しても設置に関しては問題がないと思われる。 

 

（4）スタジオ使用状況 

VOV では、ニュースの場合、放送 1時間に対して制作時間は 1.25 時間、専門番組の場合、

放送 1 時間に対して制作時間は 1.5 時間、芸術番組の場合、放送 1 時間に対して制作時間

は 2時間である。 

VOV では、1 日に約 149 時間（再放送を含まない。）の番組を放送しており、番組 1 時間

に対する制作時間の平均を 1.5 時間と仮定すると、149 時間×1.5＝223 時間 223 時間÷19

スタジオ＝11 時間となる。 

日本では、このような計算方法を採っておらず、別途全スタジオについて 1 日の使用状

況表の提出を求めたが未回答であった。 
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５－２ VOV ハノイ本局の放送設備 

（１）放送設備の規格 

 基本的な接続はデジタルが AES/EBU 接続、アナログ接続は 600Ωバランス接続を基本とす

るが、基準レベルが、日本は＋4dB であるがベトナムは＋6dB であり、入出力に±2dB のレ

ベル調整が必要となる。ラックサイズは EIA に準拠している。 

 

（２）VOV ハノイ本局の送信所 

送信設備・運用面とも放送局として特に問題はない。しかし、旧式の大電力送信機は真

空管を使用している、電力の経費負担低減および保守の簡易化のためにはトランジスター

式に更新が望ましい。 

同送信所とは別のサイトに同等の送信所（予備装置）があり，万一この建物が火災等で

放送不能状態に遭遇しても、予備送信所の稼働により放送が続行される。 

さらに、送信所敷地内には FM 送信所とマイクロ送受信設備があり衛星回線用に使用して

いる。また、非常時用の簡易調整卓があり、非常放送が可能である。 

 

（３）VOV 衛星回線用送信所 

VOV の 25 箇所の送信所の内、ハノイ近郊の 1 箇所を調査した。システムは全体が中国製

で、一部ソ連製が使用されている。機材は古いながらもよく整備されており、維持管理体

制も十分であった。 

VOV ハノイ本局からの放送信号は CS によって送られており、これを受信して、中波とし

て転送している。 

CS 受信設備は 25 箇所の全ての中継所に設置されており、中継用の衛星は、タイ国のタイ

COM1 とタイ COM3 の 2 台が使用されている。タイ COM1 は VOV1、2、3 をタイ COM3 は VOV5、

6 及び海外向け放送を行っている。 

バックアップ回線として 6 箇所の中継所にはマイクロ波回線が、さらに全ステーション

に電話回線による非常回線が用意されている。しかし、これまで衛星回線のトラブルによ

る事故は発生していない。 

以上のことから、CS レベルでは全国がカバーエリアとなっている。 
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５－３ 省および郡の放送局にかかるサイト調査 

（1）ホアビン省放送局調査 

ホアビン省放送局は、VOV の番組の転送義務はなく、放送している番組のほとんどは自

主制作番組である。 

オンエアールーム（番組送り出し室）と送信機室におけるハードウェアに関しては問題

が見当たらなかった。しかし、所蔵されるライブラリーの内容から推察すると、日本の地

方局とは番組内容において格段の差があり、コミューンに対する技術指導に関しても技術

力の裏付けを確認することができなかった。 

 

（2）ダーバック郡送信所、番組制作室視察 

調査結果の概要は、以下のとおり。 

・送信設備：100W FM 送信機 

・送信アンテナ：4段垂直ダイポール 

・アンテナ利得：6dB 

・受信設備：衛星放送用受信機及び同パラボラアンテナ 

     ：MF、FM、SW 受信機 （Sony CFS-710S） 

郡の放送所は、CS 放送による中央からの VOV の番組を受信し、郡内のコミューンに対

して番組の転送を行っている。また省の放送局で制作した番組の転送も行っている。さら

に郡独自の番組も制作している。スタジオは、送信室を兼ねており、編集はパソコンの波

形編集ソフトを使用している。しかし、送り出しはカセットテープが主体であった。送信

所の設備は必要最低限の機材が設置されている状態で、音質に配慮した機材構成とはなっ

ていなかった。機材内容及びライブラリーの充実度から推察して、内容の充実した自主番

組の制作は難しい状態である。 

 

５－４ コミューン・ステーション 

（1）コミューン・ステーションの仕様 

コミューン・ステーションについて VOV は、タイプ A（FM 方式）とタイプ B（有線方式）

ともにミニッツに記載された機材内容（表６、p36）を基準としている。この基準仕様は VOV

が作成したものである。 
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FM 方式と有線方式の選択は、コミューンの状況による。すなわち、基本的に平坦地では

有線方式とし、山岳地では FM 方式としている。 

なお、本仕様および施工については以下の点が指摘される。 

 

① タイプＡ 

送受信用アンテナは、使用するタイプによって効率が大きく異なる。特にサービスポイ

ントにおいては現在簡易型のロッドアンテナが使用されているが、これを 3 素子以上のア

ンテナ使用することにより、利得、指向性ともに大きく改善され、送信所から遠距離の場

所にもサービスポイントを設置できることになる。ルームアコースティックに関しては、

吸音材の貼り付け程度では、遮音性、吸音性は改善されず、最低限の建築内装工事が必要

である。また、現在 VOV の関連会社で目的に特化した製品を製造しており、価格、施工の

容易さにおいて、日本の資機材・技術を必要とするとは言えない。 

また、サービスポイントでの設置用専用ポールがリストアップされていないので実際の

設置状況を調査したところ、既存の電柱を使用しており、非常に危険な施工をおこなって

いた。実際に設置される場合、専用ポールは必須のものである。 

 

② タイプＢ 

 このシステムに関しても VOV の関連会社が、前記同様目的に特化した製品を製造してい

る。 

 

（2）モデルコミューンの設置 

VOV では上記機材内容（仕様）を基に、1996 年からベトナム 53 省の 900 箇所をモデルコ

ミューンとして、放送設備を設置している。ただし、資金の都合上、完全な形で放送設備

を設置した例はない。モデルコミューンは、山岳地、へき地が多い。900 箇所のうち、約

30％は FM 方式、70％は有線方式である。放送設備の金額は、1箇所あたり最大で 2億 5000

万ドン（約 250 万円）を要している。 

 

（3）モデルコミューンに設置した放送設備のメンテナンス 

放送設備設置後のメンテナンス等については、保障期間中については、メーカーが、次

の 1年については VOV が、それ以降は地方（郡またはコミューン）が負担する。 

 

（4）コミューンにおける番組制作 

コミューンが独自に作成している番組について、今年（2003 年）は、全国コンクールが

- 58 - 



 

開催される予定である。昨年は、省レベルの番組コンクールが開催され、全 61 省の内の 47

省がコンクールを実施した。省のコンクールは、省が選定基準を作成する。番組として、

①コミューン・ステーション、②音質を含めた技術力、③表現力が評価される。 

人気のある番組は、農業教育番組、国際ニュースであり、住民には聴取の義務がある。 

 

（5）コミューンにおける番組放送の効果 

コミューンにおける独自放送の効果については、現在のところ指標となる数値データが

ないため、判断が困難である。しかしながら、視聴者から番組を評価する手紙がコミュー

ン宛てに届いている。代表的な声として、「放送により、病気予防の知識を得ることができ

た。また、どんな農業・畜産をするべきかが分かった。」等の手紙が来ている。 

 

（6）VOV の関連会社 

VOV は関連会社を 2 社有しており、これらの会社において FM 方式の場合に使用するスピ

ーカーに取り付ける FM 受信機とアンプ、オーディオミキサー、パワーアンプ等の組立て・

販売を行っている。 

 

（7）サイト調査結果 

計 5 箇所のコミューン調査を行ったが、調査団側が保有する機材のランクの異なるコミ

ューンの調査を要望したため、機材の充実度には大きな開きがあった。各コミューンとも

に同様に機材の充実の暁には、情報格差の是正と自主制作番組の充実を図り生活の向上を

目指したいとの回答であった。 

 また、最後に比較的設備が充実し自主番組の制作を行っているコミューンを調査したが、

ほとんどの番組内容が VOV 、省、郡の番組の転送に費やされ、自主制作番組の放送時間は

30 分ほどであった。放送ライブラリーが残っていないので確認できなかったが、内容はア

ナウンスがほとんどで我々の持っている自主制作番組のイメージとはかけ離れていた。 

 

ア．ズンハーコミューン（タイプ B） 

ホアビン省内には 11 の郡と 214 のコミューンがあり、116 箇所にタイプ B の有線方式、

14 箇所にタイプ A の無線方式が設置されており、省の放送局はこれらに番組制作技術を含

む技術的援助を行っている。 

機材の状態として、有線放送のアンプ、マイク及びラジカセが設置されていた。しかし、

ラジカセとマイクは放送専用のものではなく、放送時間以外は、他の用途に使用している

また回線の破損がひどく、ラウドスピーカーの半分程度しか稼動していない。コミューン
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の予算は不十分で住民からの集金もままならない。特に電柱購入と敷設の負担が大きく、

家の軒や、危険を知りながら高圧線の鉄塔を利用して配線を行っており、システムはほと

んど機能していない状態であった。 

番組制作の現状としては、ラジカセで受信した VOV、省、郡の放送の転送が大半で、自主

制作の番組はほとんど存在せず、アナウンス放送程度であった。 

 

イ．ズアンホアーコミューン（タイプ B） 

前述のズンハーコミューンと比較して、多少設備は整っていた。増幅用パワーアンプ、

簡易ミキサー、チューナー、マイクが設置され、最低限の機器があり、スピーカー類もほ

とんどが稼動している。 

またラジカセレベルであるが、カラオケ用ミキサーと組み合わせて、番組制作用の機材

も用意されていた。しかし、このような機材では番組制作には不十分であり、アナウンス

中心の番組構成となることは否めない。システム化された番組制作の姿勢が見当たらず、

機材以前に番組制作技術の指導の必要がある。 

コミューン・ステーションは、日本の 100W 規模の放送局とは施設、設備また運用におい

て以下のような大きな相違があった。 

①受信設備の受信相手局が固定されていない上に受信選択はダイヤルによる手動式。 

②番組の選択切替え設備がない。 

③送信規模が不確定（アンテナ形式・送信機出力の配分など）である。 

④無線局と有線局の併用は日本では一般化されていない。 

⑤ラジオセットを所有しない住民にも情報の伝達ができる利点はあるが、ラジオセット

による放送波受信にはある聴取の選択の自由がない。 

上記の相違点があるが、コミューン局は音声中継に無線設備を使用しているので無線局

である。これは日本の電波法における概念で、ベトナムでは異なる判断をしているものと

思われる。 

 

ウ．ランソン省イエン・ヴォンコミューン 

このコミューンはまだシステムがなく、住民たちはシステムが導入されることを切望し

ていた。しかしラジオの普及率が高く、80%以上の世帯がラジオを所有し、テレビも普及し

てきている。 

このような状況あるにもかかわらず、なぜコミューン内のパブリックアドレスシステム

が必要なのかを確認したが、コミューン代表者の答えは一様にコミューン独自の情報とそ

の伝達手段の必要性を訴えるだけであった。 
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また、コミューン代表者によると、具体的な自主番組制作のビジョンなどは確定してい

なかった。ただ、この点に関しては、省や郡が技術的な支援を行うとのことであった。こ

の協議の合間に村落内の民家を覗いてみたが、居間には29インチのハイファイセットとDVD

が設置されていた。ベトナムにおけるマスメディアの浸透は急速に進んでおり、本システ

ムは、半ば強制的な国家政策の伝達手段の確保が目的ではないかと思われる。 

 

エ．ランソン省ミン・フォアコミューンの調査（Ａタイプ） 

調査結果の概要は、次のとおり。 

・サービスエリア：人口 2,300 人、世帯数約 470 世帯 

・ラジオセット普及率約：80% 

・運用要員：1名 農業兼任 

・導入経費：日本円で約 20 万円（住民負担） 

・スピーカー：6か所 

このコミューンは一応の機材が設置され、VOV、省、郡の放送の転送だけでなく、多少の

自主番組が制作されている。 

しかし、送り出し機能はカセットテープを主体にしており、ライブラリーも見当たらず、

具体的な自主番組制作の様子を示すものは見つからなかった。災害時や非常時にシステム

が役立った事例を確認したところ、火災のときに住民を招集し消火したことがある。 

 

オ．バックジャン省ビェット・イエン郡ティエンコミューン調査（タイプＡ） 

ビェット・イエン郡内のコミューンには 25 か所のコミューンが有り、そのうち 2局はコ

ミューン・ステーションタイプ A で、12 局はコミューン・ステーションタイプ B、残り地

区は未設置である。この内の、タイプ A の 1 局を視察した。調査結果の概要は、以下のと

おり。 

・サービスエリア：人口 9000 人、世帯数約 2,000 世帯 

・エリアカバー率：100% 

・ラジオセット普及率約 30% 

・運用要員：局長（人民委員会副委員長）・番組担当・技術担当の３名 

・送信設備：送信機は、ベトナム製 100W、周波数 101.3 MHz にて運用 

・送信空中線：垂直 2段ダイポールアンテナ 

・導入経費：日本円で約 100 万円（住民負担） 

・保守：郡・VOV の指導を受け地元で実施 

・受信設備：放送局タイプではなく一般受信機 
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・FM 受信機付ラウドスピーカー：音声入力 25W 2 台 

このコミューンは、これまでの調査したコミューンと比べると、比較的豊かで、システ

ムは住民からの集金で設置した。職員は 3 人で責任者はコミューンの人民委員長を兼ねて

いる。他の職員の給与もコミューンの予算でまかなっており、テレビの中継も兼務ではあ

るが、番組制作担当者と技術担当者の 2 人が常駐し、外部の協力者もおり、比較的スタッ

フが充実している。 

機材の現状としては、基本的なものは用意されており、TV 機器と併設されているため、

非常電源なども完備し特に問題は見られなかった。 

そこで実際に放送を行ってもらい、2箇所のサービスポイントで試聴を行ったところ、機

械の調整が悪く、過変調による歪の多い音声であった。 

また、持参した現地購入の小型ラジオで試聴を行ったが同様の状態であった。設備設計

の基本理念に、受信側の設備の脆弱さを感じた。音声入力切替え装置・送出レベルメータ

ーなど考慮する必要がある。 

番組制作の現状としては、他のコミューン同様に基本的には VOV、省、郡の放送の転送を

主体としている。しかしタイムスケジュールを作成し、自主番組の放送時間を明示してい

るなど、これまでにはない積極的な姿勢がみられた。コミューン・ステーションは、養鶏、

養豚などの農業技術の紹介、国際ニュース、新公布の法律解説などのほかに、近くの農業

高校の番組を借りて放送することがある。また、バックジャン省では、省独自の番組コン

テストを開催するなど、番組制作に意欲を持たせるイベントも行っている。また、コミュ

ーンからの要望として「取材用のテープレコーダー」、「音響処理を施した専用室」といっ

た番組制作に直結する要望が出され、意欲的な面を見ることができた。 

 

- 62 - 









 

第６章 要請内容に対する検討結果 

６－１ 少数民族用専用チャンネルの新設（VOV ハノイ本局の番組制作機材の新規導入） 

 少数民族番組専用チャンネルを新設しても、現行の一日２時間の放送時間に、２言語の

番組（TAY 語は 30 分、CHAM 語は未定）が加わるのみである。依然番組放送時間は短く、少

数民族番組専用チャンネルの放送計画の妥当性については疑問がある。 

 少数民族向け番組の制作に関して、４－４に記したとおり、いまだ番組制作体制が整っ

ていない。 

 少数民族番組制作にあたっては、VOV ハノイ本局の現行スタジオ機材は老朽化のうえ絶対

数が不足し、十分な制作時間と機材を少数民族向け番組制作に割り当てることができない

ことを理由に、新規機材が要請されているが、ハノイ本局での少数民族番組制作は、現行

の Mong 語の 60 分／１日に、TAY 語 30 分／１日が加わるに過ぎず、要請された番組制作機

材（番組制作スタジオ機材３式、ニューススタジオ（オンエア）機材１式、編集システム

室機材２式）は明らかに過大であり、妥当性を欠いている。 

 要請機材に DAT 以外の CD レコーダーや HD レコーダー、さらに DVD レコーダーなどのシ

ステムのデジタル化には不可欠の記録媒体が要請されておらず、デジタル化のメリットで

ある番組の品質の向上、制作効率の向上による即時性の発展、記録媒体の更新によるライ

ブリーの充実という観点が考慮されていない。確かに、全ての番組情報はサーバーに収め

られ、各スタジオはネットワークによりこれらの素材を自由に利用できるので問題はない。

しかし、サーバーには常にクラッシュの危険が伴い、わが国ではデータテープなどの大容

量媒体により保管されるのが通常である。また要請されているワークステーションのスペ

ックに関しても CD-R、CD-RW などの記録媒体が含まれていない。これは、制作された番組

の文化的資産の価値を減ずるものであり、番組に対する管理体制の改善が必要である。 

 スタジオの訪問で現場オペレーター作業を見る機会があったが、一部の技術者を除き、

編集作業、収録の手法、機器の取扱、スタジオのセッティングなどのオペレーションレベ

ルは必ずしも高くない。新たに機材を更新する場合には、技術支援についても検討する必

要がある。 

 

６－２ コミューンにおけるラジオ・公共放送網整備（コミューン・ステーションの設置） 

 要請のあったコミューンは必ずしもラジオ普及率が低いわけではなく、普及率が７割を

越えるところがかなり含まれている。実際のコミューンを２箇所調査したが、テレビもそ

れなり普及しており、放送網の実態としては、わが国における町内会放送あるいは学校内

放送に近い、きわめて草の根的な簡易連絡網である。緊急時（自然災害等）の連絡手段に

もなるものの、同連絡網が具体的に貧困削減や草の根レベルでの民主主義の強化にどの程
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度寄与するのか、調査団として十分確認することはできなかった。 

 ラジオ・公共放送網整備に必要な資機材はすべてベトナム内で調達可能であり、据付け

に特殊な技術は必要とせず、資金を除き、ベトナム側だけで十分対応可能である。現在 VOV

傘下の関連会社が、この目的に特化した製品を製造しており、価格・施工の容易さにおい

て、特段わが国の技術を必要とするものではない。わが国無償資金協力で行う場合の邦人

技術者のコスト等を考えると、かえってコスト高になる可能性が高い。また、VOV の傘下の

関連会社が必要な製品を製造・販売していることから、同製品を使用するということであ

れば、競争入札が成立しない可能性もある。 

 既に述べたとおり、対象コミューンにおけるラジオ普及率の高いコミューンも数多い。

そうしたコミューンでは、ラジオ・公共放送網の整備によるカバー人口の増加は必ずしも

大きくはなく、費用対効果は相対的に低くなる。 

 こうした点を考えると、わが国の一般プロジェクト無償資金協力により実施する必要

性・妥当性は低いと判断せざるをえない。 
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第７章 結論 

 本計画については、現地調査においてベトナム側から大幅な要請内容の変更があり、最

終的にベトナム側の要請内容は、①少数民族用専用チャンネル新設に伴う番組制作用機材

の新規導入と、②コミューンにおけるラジオ・公共放送網整備の整備（コミューン・ステ

ーションの設置）であることが確認された。 

 しかしながら、第５章で述べたとおり、いずれの内容も、わが国無償資金協力で対応す

る妥当性に乏しく、本計画の実施については慎重に検討する必要がある。 
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資料編 

 



 

資料１ 調査団構成 

 

 氏名 担当業務 所属 

1 中野 智 総括 
国際協力事業団無償資金協力部 

業務第 3課課長代理 

2 貝塚 英雄 ラジオ放送計画 （財）日本国際協力システム 

3 篠原 加行 送信設備計画 篠原事務所 

4 高橋 敬信 番組制作機材計画 （財）日本国際協力システム 

5 
ヴゥ スアン 

ズオン 
通訳 （財）日本国際協力センター研修監理員 
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資料２ 調査日程 

 

業務内容 
日付・曜日 

総括 コンサルタント 通訳 
宿泊地 

2 月 17 日（月） 
成田（18:00/JL751）→ハノイ 

（22:00） 
ハノイ 

2 月 18 日（火） 
・JICA 事務所打合せ 

・VOV 表敬及び協議 
ハノイ 

2 月 19 日（水） ・サイト調査 ハノイ 

2 月 20 日（木） ・VOV との協議 ハノイ 

2 月 21 日（金） ・VOV との協議 ハノイ 

2 月 22 日（土） 

 

・VOV との協議 ハノイ 

2 月 23 日（日） 

成田（09:50/JL731）→香

港 （ 13:55 ） 香 港

（15:05/CX791）→ハノイ

（16:05） 

・書類整理 ハノイ 

2 月 24 日（月） 

・JICA 事務所打合せ 

・日本大使館表敬 

・計画投資省表敬 

・VOV 表敬 

ハノイ 

2 月 25 日（火） ・VOV との協議 ハノイ 

2 月 26 日（水） ・サイト調査 ハノイ 

2 月 27 日（木） ・VOV との協議 ハノイ 

・JICA 事務所報告 

・ミニッツ署名 

・日本大使館報告 2 月 28 日（金） 

ハノイ（23:50/JL752）→  

ハノイ 

3 月 1 日（土） →成田（06:30） ・書類整理 ハノイ 

3 月 2 日（日） ・書類整理 ハノイ 

3 月 3 日（月） ・VOV との協議 ハノイ 

3 月 4 日（火） 
・送信所視察 

・VOV との協議 
ハノイ 

3 月 5 日（水） ・サイト調査 ハノイ 

3 月 6 日（木） ・VOV との協議 ハノイ 

3 月 7 日（金） 
・VOV との協議 

・JICA 事務所報告 
ハノイ 

3 月 8 日（土） 

 

ハノイ（07:55/JL766）→成

田（14:25） 
－ 
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資料３ 主要面談者 

 

【VOV：Radio the Voice of Vietnam】 

1 Mr. Vu Van Hien 

Director General 

2 Ms. Nguyen thi Kim Cuc 

Deputy Director General 

3 Ms. Hoang Minh Nguyet 

Director of International Relation Department 

4 Mr. Hoang Hong Duc  

Director of Local Radio Department 

5 Ms. Pham Thanh Tra 

Director of Ethnic Minority Language Department 

6 Ms. Nguyen thi Le Quan 

Director of Radio Technology Center 

7 Mr. Nguyen Nang Khang 

Deputy Head of Electronics Section of Audio Center 

 

【日本大使館】 

1 宮川 一等書記官  

2 青木 二等書記官 

 

【JICA ベトナム事務所】 

 １ 戸川 次長 

 ２ 白川 所員 
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